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【第 221回国会】令和８年６月 18日（木）、第５回の委員会が開かれました。 

 

１ 政党等の政治資金の収入に関する制度の在り方に係る措置に関する法律案（長谷川淳二君外 10 名提

出、衆法第 12号） 

  政治資金規正法の一部を改正する法律案（落合貴之君外４名提出、衆法第１号） 

  政治資金規正法の一部を改正する法律案（和田政宗君外３名提出、衆法第 14号） 

 ・各案について、提出者勝目康君（自民）、国定勇人君（自民）、長谷川淳二君（自民）、金村龍那君（維

新）、萩原佳君（維新）、落合貴之君（中道）、中川康洋君（中道）、中野洋昌君（中道）、臼木秀剛君（国

民）、石川勝君（参政）及び高山聡史君（みらい）に対し質疑を行いました。 

 （質疑者）今岡植君（自民）、松本泉君（自民）、後藤祐一君（中道）、青柳仁士君（維新）、森ようすけ

君（国民）、石川勝君（参政）、峰島侑也君（みらい）、塩川鉄也君（共産） 

 

（質疑者及び主な質疑事項） 

 

今岡植君（自民） 

 

（１） 衆法第１号及び衆法第 14号で規定する企業・団体献金の制限又は禁止は、政治活動の自由に対する

過度な制約であるか否かについての衆法第１号提出者（中道）及び衆法第 14号提出者（参政）の見解 

（２） 企業・団体献金を禁止することにより、政党が政党交付金に依存することは問題であると考えるか

否かについての衆法第１号提出者（国民）及び衆法第 14号提出者（みらい）への確認 

 

松本泉君（自民） 

 

（１） 企業・団体献金を禁止又は制限する必要があるとする具体的な立法事実について、衆法第１号提出

者及び衆法第 14号提出者への確認 

（２） 衆法第１号 

ア 企業・団体献金を受領できる主体を政党本部及び都道府県連に限定する措置に関し、企業・団体

献金が政策をゆがめているのではないかという国民の疑念に対する具体的な払拭効果についての法

律案提出者への確認 

イ 附則第３条における政党法に基づくガバナンスに服する政党のみが企業・団体献金を受領可能と

する措置に関し、政党法に基づくガバナンス面の規律として想定する具体的な事項についての法律

案提出者への確認 

（３） 企業・団体献金の禁止又は制限を行うのではなく、衆法第 12号に賛成した上で、政治資金の透明化

及びガバナンス強化に向けた建設的議論を共に進めていくべきとの提案に対する衆法第１号提出者及

び衆法第 14号提出者の見解 

 

後藤祐一君（中道） 

 

（１） 衆法第１号 

ア 企業・団体献金に対する中道のスタンス 

イ 企業・団体献金を減少させる代わりに所得減税の拡大により個人献金を促進すべきとの考えに対

する法律案提出者の見解 

（２） 衆法第 12号 

ア 政党等の政治資金の収入に関する制度の在り方について、これまで本委員会で議論を重ねてきた

にもかかわらず有識者による更なる検討が必要な理由 

イ 自民が昨年提出した企業・団体献金公開強化法案（第 217 回国会衆法第４号）について、同趣旨
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の法律案を今国会に提出しなかった理由についての法律案提出者長谷川淳二君への確認 

ウ 企業・団体献金の全面禁止は憲法違反か否かについての法律案提出者（自民及び維新）への確認

及び法律案提出者（自民）による明確な答弁の要求 

エ 多額の企業・団体献金が政策をゆがめる可能性があると考えるか否かについての法律案提出者（自

民及び維新）への確認及び明確な答弁の要求 

オ エに対する法律案提出者（自民）の答弁は、多額の企業・団体献金が政策をゆがめる可能性があ

り得るという意味であると捉えてよいかの法律案提出者（自民）への確認 

カ やまりん事件、ＩＲ汚職事件、鶏卵業者汚職事件及び風力発電汚職事件は政策をゆがめていない

と考えているか否かについての法律案提出者（自民）への確認 

キ 国会に置かれる学識経験を有する者により構成される合議制の組織（いわゆる第三者機関） 

ａ 構成人数についての法律案提出者（自民）への確認 

ｂ 学識経験者について与野党が半数ずつ推薦する等の配慮を行うか否かの法律案提出者（自民）

への確認 

ｃ 与党が多数を占める本委員会理事会が学識経験者を選ぶ場合、第三者機関は中立的な学識経験

者の協議機関と言えるか否かの法律案提出者（自民）への確認 

ｄ 学識経験者の選定方法についての各党各会派の議論は本委員会理事会で行うのか、各党各会派

の代表が一名ずつ集まり行うのかについての法律案提出者（自民）への確認 

ｅ 第三者機関の事務局を担当するのは国会職員であるか否か及び国会職員に担当させることを確

約する必要性についての法律案提出者（自民）への確認 

ｆ 学識経験者の人選基準 

ｇ 第三者機関が出した具体的な結論に従って、政党の意見にかかわらずそのまま法制化すること

についての法律案提出者（維新）及び法律案提出者長谷川淳二君への確認 

ｈ 第三者機関が出す結論は、曖昧なものではなく、制度についての具体的なものであるか否かの

法律案提出者（維新）への確認 

ｉ 第三者機関が結論を出すに当たって、政治家が関与しないこと及び組織を構成する学識経験者

に接触しないことの確約の要求に対する法律案提出者（自民）の見解 

ｊ 第三者機関の結論が与野党各会派に同時に提示されるか否かについての法律案提出者（自民）

への確認 

 

青柳仁士君（維新） 

 

（１） 衆法第 14号 

   ア 企業・団体献金及び企業・団体による政治資金パーティーのパーティー券購入を禁止する理由 

イ その他の政治団体のする寄附の総枠制限の創設について、年間上限額を 6,000万円とした理由 

ウ 衆法第１号と一本化を図らなかった理由 

エ 企業・団体献金の一部を制限するにとどまる衆法第１号の問題点についての法律案提出者の見解 

（２） 衆法第１号 

   ア 企業・団体献金を完全に禁止しなかった理由についての法律案提出者（国民）への確認 

イ 国民民主党として企業・団体献金が政策をゆがめるとの認識であることについての法律案提出者

（国民）への確認 

ウ その他の政治団体のする寄附の総枠制限の創設 

ａ 政治団体の数に制限がないために、企業・団体献金の抜け穴になっているのではないかという

考えに対する法律案提出者の見解 

ｂ 事実上、企業・団体献金を温存する内容になっているという認識を国民民主党として有してい

るか否かについての法律案提出者（国民）への確認 

エ 第 217回国会衆法第 21号で規定されていた企業・団体によるパーティー券購入の禁止及び雇用関
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係の不当利用による寄附の制限が含まれていない理由についての法律案提出者（中道）への確認 

オ 雇用関係の不当利用による寄附を制限する規定を含めないこととした理由についての法律案提出

者（中道）への確認 

（３） 企業・団体献金の受領、企業・団体からの献金の申出、企業・団体へのパーティー券販売及び企業・

団体からの政治資金パーティー開催の申出があったか否かについての衆法第１号（中道及び国民）及

び衆法第 14号提出者（参政及びみらい）への確認 

 

森ようすけ君（国民） 

 

（１） 企業・団体献金について一致点が見出せていない現状についての衆法第 12号提出者（自民及び維新）

及び衆法第 14号提出者（参政及びみらい）の見解 

（２） 衆法第 12号 

ア 自由民主党と日本維新の会の連立合意に基づく、政党の資金調達の在り方について議論する協議

体及び第三者委員会での議論の状況並びに昨年の国会からの進捗又は考えの変化 

イ 令和７年３月末までに結論を得るとの本委員会理事会申合せにもかかわらず、令和９年９月まで

結論を先送る内容となっていることは不誠実であるとの考えについての法律案提出者の見解 

ウ 企業・団体献金に係る議論を進めるには、維新が衆法第１号及び衆法第 14号に歩み寄る姿勢を示

すことが必要であるとの考えについての法律案提出者（維新）の見解 

   エ 企業・団体献金と政治活動の自由 

ａ 日本維新の会は、受皿規制及び全面禁止することは政治活動の自由への過度な制約ではないと

認識しているかについての法律案提出者（維新）への確認 

    ｂ 企業・団体献金の規制・禁止に憲法上の制約がないことについて、日本維新の会から自由民主

党に対して合意を得る必要性 

    ｃ 企業・団体献金の禁止又は制限は政治活動の自由に抵触するか否かについて与党内で話し合う

べきとの意見に対する法律案提出者（維新）の見解 

    ｄ ｃについて、野党側は認識が一致しているため、与党内で話し合うべきとの意見に対する法律

案提出者（維新）の見解 

   オ 衆法第 12 号におけるいわゆる第三者機関と政治資金監視委員会との具体的な役割分担を明確に

する必要性についての法律案提出者（自民）への確認 

（３） 衆法第１号への歩み寄りの余地の有無についての衆法第 14号提出者（参政及びみらい）の見解 

 

石川勝君（参政） 

 

（１） 企業・団体献金の公開を徹底すれば国民の信頼は回復できるという考え方が政治不信を深刻化させ

たことに対する自由民主党の責任についての衆法第 12号提出者（自民）の受け止め 

（２） アからウについての衆法第 12号提出者（自民及び維新）及び衆法第１号提出者（中道及び国民）の

見解 

ア 政党交付金を受け取りながら企業・団体献金も受け取り続けることの積極的な政策目的 

イ 企業・団体献金を廃止した場合、政党活動の持続のために政党交付金だけでは不足する部分 

ウ 個人献金ではなく企業・団体献金でなければならない理由 

（３） 衆法第 14 号への賛同の可否及び賛同できない場合にはその理由についての衆法第 12 号提出者（維

新）への確認 

（４） 衆法第 12号は政治が自ら決める責任を放棄するもので、政治と金をめぐる国民の不信を一段と深め

る実質的な先送り策であるとの考えに対する衆法第 12号提出者（自民及び維新）の見解 
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峰島侑也君（みらい） 

 

（１） 衆法第 14号において、企業・団体による献金及びパーティー券購入を含む対価の支払いを罰則をも

って禁止することを条文に明記した意図 

（２） 衆法第 12号 

   ア 国民の関心や期待が高い政治資金制度について、検討することのみを定めた妥協的な法律案を提

出した理由 

イ 国会に置かれる学識経験を有する者により構成される合議制の組織（いわゆる第三者機関） 

ａ 学識経験者からどのようなテーマについてどのような知見を得ようとしているのかについての

法律案提出者への確認 

ｂ 学識経験者に具体的に何をまとめてもらうのか、どのような意見を出してもらうのかについて

の法律案提出者への確認 

ｃ 学識経験者による第三者機関により、企業・団体献金に関し、各党各会派が一歩でも歩み寄る

確証があるかについての法律案提出者への確認 

ウ 昨年自民が提出した企業・団体献金公開強化法案（第 217回国会衆法第４号）との比較 

ａ 衆法第 12号においても、企業・団体献金の公開を進める具体的な文言を明記するべきであると

の意見に対する法律案提出者の見解 

ｂ 一の政党に 1,000 万円超の献金をした企業名を政党ごとに公表する昨年の条文を衆法第 12 号

から落とした具体的な理由 

（３） 利潤を追求する株式会社や株式会社で構成される経済団体が政治献金を行う場合、どのような目的

が考えられるかについての衆法第 12号提出者の見解 

（４） 透明性の向上のため、まずは各党が自ら企業・団体献金について公開を進めていくべきであるとの

考えに対する衆法第 12号提出者（自民）の見解 

 

塩川鉄也君（共産） 

 

（１） 企業・団体献金規制の歴史や立法府における企業・団体献金に関する議論の積み重ねをどのように

考えるかについての衆法第 12号提出者（自民及び維新）及び衆法第１号提出者（中道）の見解 

（２） ６月 16日の本委員会での意見表明において、自民所属委員が「政治資金が民主政治の健全な発達を

希求して拠出される国民の浄財であることに鑑み」と述べているが、「国民」に企業・団体は含まれる

か否かについての衆法第 12号提出者（自民）への確認 

（３） 維新及び立憲が昨年まで企業・団体献金禁止法案（第 217回国会衆法第 21号）を提出していたにも

かかわらず、今国会は提出していない理由についての衆法第 12号提出者（維新）及び衆法第１号提出

者（中道）への確認 

（４） 維新及び立憲が、パーティー券購入を含む企業・団体献金禁止の主張を変えたことを国民及び有権

者にどのように説明するかについての衆法第 12号提出者（維新）及び衆法第１号提出者（中道）への

確認 

（５） 企業・団体献金を禁止する衆法第 14号を提出した理由及び企業・団体献金禁止の必要性についての

法律案提出者（参政及びみらい）の見解 

（６） 衆法第 12号においていわゆる第三者機関に政治資金制度の検討を委任することは、立法府の責任を

放棄することにならないかについての法律案提出者への確認 

 


